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は
じ
め
に
─
─�

「
家
計
補
助
労
働
論
」
の
変
容
、 

 

不
規
則
・
短
時
間
労
働
の
拡
大

　

賃
金
は
、
少
な
く
と
も
労
働
者
自
身
が
普
通
に
暮
ら
せ
る
水
準
で

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
だ
が
、
今
の
日
本
で
は
、
こ
の
当
然
の
こ
と

が
い
ま
だ
「
社
会
規
範
」
に
も
な
っ
て
い
な
い
。

　

実
際
、
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
い
て
年
額
２
５
０
万
円
に
満
た
な
い
雇

用
者
（
25
～
64
歳
）
は
７
６
２
万
人
、
週
35
時
間
未
満
の
就
業
（
２

０
０
日
未
満
の
不
規
則
を
含
む
）
で
は
５
２
８
万
人
を
数
え
る

（「
就
業
構
造
基
本
調
査
」
２
０
１
７
年
、
以
下
「
就
構
」
17
）。
つ

ま
り
、
働
き
盛
り
の
雇
用
者
の
う
ち
27
％
に
あ
た
る
１
３
０
０
万
人

近
く
が
、
自
分
一
人
普
通
に
暮
ら
せ
る
賃
金
を
得
て
い
な
い
の
だ
。

だ
が
、
こ
の
事
実
は
騒
ぎ
に
も
な
っ
て
い
な
い
。
つ
ま
り
、
そ
の
よ

う
な
低
賃
金
で
働
か
せ
続
け
て
い
て
も
、
社
会
規
範
が
無
視
さ
れ
て

い
る
と
多
く
の
人
は
思
っ
て
い
な
い
。
な
ぜ
か
？

　

景
気
が
悪
い
か
ら
、
と
い
う
理
由
で
は
説
明
に
な
ら
な
い
。
お
そ

ら
く
最
大
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
的
要
因
は
「
家
計
補
助
労
働
論
」
に
あ

る
。
一
人
分
暮
ら
せ
な
い
低
賃
金
や
短
時
間
労
働
は
、
他
に
家
計
を

担
う
人
が
い
て
、
そ
れ
に
依
存
で
き
る
人
び
と
が
ほ
と
ん
ど
の
は
ず

だ
、
と
い
う
受
け
止
め
方
で
あ
る
。

　

だ
が
、
こ
れ
に
は
多
く
の
疑
問
が
出
さ
れ
よ
う
。

　

誰
か
に
依
存
し
な
が
ら
働
い
て
い
る
人
び
と
が
、
本
当
に
こ
れ
ほ

ど
多
い
の
か
？　

単
身
者
や
親
と
同
居
す
る
30
～
40
歳
代
の
独
身
者

は
増
え
て
い
な
い
か（

１
）？　

依
存
さ
れ
る
男
性
世
帯
主
の
賃
金
は
、
大

幅
に
下
が
っ
て
い
な
い
か
？　

世
帯
所
得
に
余
裕
が
な
く
て
も
、
非

正
規
、
短
時
間
労
働
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
労
働
者
は
多
い
の
で
は
な
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い
か
？　

パ
ー
ト
労
働
者
の
労
働
時
間
は
な
ぜ
減
少
し
続
け
て
い
る

の
か
？　

短
時
間
労
働
者
が
こ
れ
ほ
ど
多
い
と
、
労
働
管
理
に
無
理

が
で
て
、
か
え
っ
て
事
業
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
は
落
ち
る
の
で
は
な
い

か
？

　
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
コ
ロ
ナ
禍
で
再
び
話
題
に
な
っ
た
。
多

い
拒
否
の
理
由
と
し
て
、
次
の
論
点
を
付
け
加
え
た
。「
ア
ル
バ
イ

ト
・
パ
ー
ト
収
入
（
と
り
わ
け
シ
フ
ト
制
労
働
に
よ
る
収
入
）
は
、

通
常
、
生
計
の
柱
と
す
る
も
の
で
は
な
く
、
家
計
を
補
助
す
る
も
の

と
考
え
る
の
が
素
直
だ
ろ
う（

２
）」。
こ
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
、

「
シ
フ
ト
制
」
を
無
規
制
な
ま
ま
に
し
て
お
く
た
め
の
イ
デ
オ
ロ
ギ

ー
と
し
て
発
言
さ
れ
て
い
る
。

　

同
様
に
、
生
活
費
を
自
分
で
稼
ぐ
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
の
休
業
補
償

の
団
体
交
渉
で
も
、
事
業
主
側
が
「
遊
ぶ
金
に
は
だ
さ
な
い
」
と
述

べ
た
こ
と
が
あ
っ
た
。

　

こ
う
し
た
物
言
い
は
１
９
５
０
年
の
労
働
省
通
達
─
─
「
家
計
補

助
的
」「
臨
時
内
職
的
」
に
雇
用
さ
れ
る
「
家
庭
の
婦
女
子
、
ア
ル
バ

イ
ト
学
生
等
」を「
失
業
者
と
な
る
お
そ
れ
が
な
」
い
と
し
て
失
業
保

険
か
ら
排
除
し
た
─
─
に
酷
似
す
る
。「
家
計
補
助
的
」
と
い
う
言
葉

は
、
そ
れ
が
失
わ
れ
て
も
生
活
に
困
窮
し
な
い
か
ら
、
通
常
の
処
遇

を
す
る
必
要
は
な
い
と
い
う
脈
絡
で
、
長
期
に
用
い
ら
れ
て
き
た
。

　

も
と
よ
り
「
家
計
補
助
労
働
論
」
も
、
女
性
労
働
の
位
置
の
変
化

と
と
も
に
、
言
及
さ
れ
る
主
な
対
象
や
理
屈
づ
け
の
ニ
ュ
ア
ン
ス
は

変
わ
っ
て
い
る
。
労
働
者
中
の
女
性
割
合
、
有
配
偶
女
性
の
就
業

率
、
子
育
て
女
性
の
就
業
率
（
図
１
）
は
、
と
く
に
こ
の
20
年
で
大

き
く
上
昇
し
た
。
そ
の
た
め
、
女
性
労
働
一
般
が
補
助
的
な
業
務

で
、
短
勤
続
、
家
計
「
補
助
」
に
と
ど
ま
る
、
と
決
め
つ
け
る
よ
う

な
物
言
い
は
以
前
よ
り
少
な
い
。
だ
が
、結
論
的
に
言
え
ば
、雇
用
と

世
帯
役
割
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
差
別
は
、〈
自
己
責
任
化
さ
れ
た

ケ
ア
と
短
時
間
労
働
〉と〈
眦

ま
な
じ
りを

決
し
て
の
フ
ル
タ
イ
ム
〉
と
の
二

発
し
た
休
業
、

就
業
時
間
短
縮

に
た
い
し
て
所

得
補
償
を
拒
否

す
る
事
業
主
が

そ
の
言
い
分
に

使
っ
た
の
で
あ

る
。
所
得
補
償

を
拒
否
す
る
理

由
の
中
心
は
、

ま
だ
確
定
し
て

い
な
い「
シ
フ

ト
」は
「
休
業
」

の
対
象
で
は
な

い
か
ら
、
休
業

補
償
は
な
い
と

す
る
も
の
だ
。

同
時
に
、
あ
る

事
業
主
は
支
払

図1　〈夫婦と子〉世帯の妻─年齢別 就業･雇用形態別 就業者の割合（対妻人口）
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者
択
一
を
子
育
て
女
性
労
働
者
に
強
要
す
る
構
造
と
し
て
現
存
し
、

現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
こ
の
構
造
を
軸
と
し
た
、
日
本
の

労
働
市
場
に
蔓ま

ん

延え
ん

す
る
低
賃
金
擁
護
の
機
能
を
果
た
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
、
過
労
死
に
象
徴
さ
れ
る
長
時
間
労
働
に
つ
い
て
は
、

１
９
８
０
年
代
か
ら
強
い
関
心
が
寄
せ
ら
れ
て
き
た
。
他
方
、
短
時

間
労
働
の
大
幅
な
拡
大
は
ほ
と
ん
ど
注
目
を
浴
び
て
い
な
い
。
だ

が
、
現
在
の
不
規
則
・
短
時
間
労
働
は
、
強
い
性
別
役
割
分
業
と

「
家
計
補
助
労
働
論
」
を
背
景
に
膨
れ
上
が
っ
た
も
の
で
あ
り
、
そ

の
蔓
延
は
労
働
市
場
と
社
会
を
む
し
ば
む
巨
大
な
死
重
と
な
っ
た
。

低
所
得
か
ら
抜
け
だ
せ
な
い
構
造
に
、
膨
大
な
数
の
労
働
者
が
陥
っ

て
い
る
。

　

不
規
則
・
短
時
間
労
働
は
多
く
が
低
収
入
と
な
り
、
一
人
分
の
生

活
費
も
稼
げ
な
い
こ
と
が
普
通
で
あ
る
。
し
か
し
、
労
働
市
場
で
そ

う
し
た
契
約
が
成
立
し
て
低
賃
金
状
態
で
の
就
業
が
続
け
ば
、
事
業

主
は
そ
れ
を
家
計
「
補
助
」
の
労
働
だ
、
と
類
推
す
る
感
性
的
足
場

を
得
る
。
一
人
分
稼
げ
な
く
て
当
た
り
前
の
仕
事
な
の
だ
と
。
さ
ら

に
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
原
則
が
行
き
渡
っ
て
い
な
い
場
合
、
時
給

の
水
準
に
つ
い
て
の
正
義
原
則
は
存
在
し
な
く
な
り
、
雇
い
主
サ
イ

ド
の
自
由
度
は
上
が
る
。「
生
活
で
き
る
賃
金
」
は
決
め
る
こ
と
が

で
き
る
が
、「
生
活
を
補
助
す
る
賃
金
」
を
決
め
る
原
則
は
な
い
。

こ
う
し
た
足
場
か
ら
は
、
労
働
基
準
法
の
第
一
条
が
述
べ
る
、「
労

働
条
件
は
労
働
者
が
人
た
る
に
値
す
る
生
活
を
営
む
た
め
の
必
要
を

充
た
す
べ
き
も
の
」
と
い
う
規
範
は
事
実
上
、
意
味
を
な
さ
な
い
。

　

こ
の
小
文
で

は
、「
家
計
補
助

労
働
論
」
を
、
短

時
間
非
正
規
労
働

を
主
な
対
象
と
す

る
現
在
の
タ
イ
プ

を
中
心
に
、
低
賃

金
と
イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
ケ
ア
に
着
目

し
な
が
ら
検
討
す

る
。
同
時
に
、
そ

れ
が
旧
来
型
の

「
女
性
な
ら
ば
家

計
補
助
」
と
い
う

単
純
な
議
論
を
も

持
続
さ
せ
る
こ
と

を
論
じ
た
い
。

　

な
お
、
旧
来
型

「
家
計
補
助
労
働

論
」
は
、
女
性
で

う
も
の
だ
。
短
時
間
就
業
か
否
か
も
ほ
と
ん
ど
関
係
が
な
い
。
女
性

賃
金
が
「
低
す
ぎ
る
」
こ
と
と
「
家
計
補
助
」
あ
つ
か
い
の
単
純
な

癒
着
は
、
労
働
者
家
族
の
成
立
と
と
も
に
古
く
、
現
在
も
再
生
産
さ

れ
、
存
在
し
続
け
て
い
る
。

　
「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、
フ
ル
タ
イ
ム
で
年
収
が
２
０
０
万
円
未

満
の
女
性
雇
用
者
は
３
４
４
万
人
（
25
％
）
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
、

非
正
規
が
２
１
４
万
人
（
女
性
非
正
規
労
働
者
中
55
％
）、
正
規
１

１
８
万
人
（
女
性
正
規
労
働
者
中
24
％
）
で
あ
る
。
２
０
０
万
円
と

い
う
金
額
は
、
公
租
公
課
を
支
払
い
、
勤
労
必
要
費
用
（
勤
労
控
除

額
で
計
算
）
を
引
く
と
、
多
く
の
地
域
で
単
身
者
の
生
活
保
護
水
準

に
届
か
ず
、
ま
し
て
、
勤
労
者
と
し
て
標
準
的
な
生
活
を
お
く
れ
る

賃
金
額
に
は
は
る
か
に
及
ば
な
い
（
表
１
）。

　

以
下
、
１
節
で
は
現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
を
、
そ
の
中
心

的
対
象
で
あ
る
有
配
偶
短
時
間
非
正
規
女
性
と
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
の

生
活
実
態
と
関
連
さ
せ
な
が
ら
検
討
し
、
２
節
で
は
短
時
間
労
働
が

蔓
延
す
る
全
体
状
況
を
考
え
る
。
３
節
で
は
そ
こ
で
の
中
心
的
論
点

と
な
る
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
へ
の
保
障
の
極
端
な
脆
弱
に
つ
い

て
検
討
し
た
い
。

　

筆
者
は
、
女
性
の
極
端
な
低
賃
金
と
ケ
ア
の
女
性
自
己
責
任
化

（
短
時
間
労
働
者
割
合
の
異
常
な
多
さ
を
ふ
く
む
）
は
、
同
時
あ
る

い
は
ワ
ン
セ
ッ
ト
と
し
て
の
み
、
解
決
／
大
幅
な
緩
和
が
可
能
と
考

え
て
い
る
が
、
そ
れ
を
促
進
す
る
各
種
休
業
制
度
の
整
備
に
つ
い
て

も
、
あ
わ
せ
て
ふ
れ
て
み
た
い
。
最
低
賃
金
大
幅
引
き
上
げ
は
不
可

欠
な
条
件
だ
が
、
紙
幅
の
関
係
で
他
に
譲
る（

３
）。

あ
れ
ば
低
賃
金
は
あ
た
り
ま
え
、
と
い
う
単
純
な
女
性
差
別
と
一
体

に
な
っ
た
議
論
で
あ
り
、
自
分
で
生
活
で
き
な
い
低
賃
金
は
、
親
か

夫
な
ど
ほ
か
に
主
た
る
家
計
支
持
者
へ
の
補
助
で
あ
る
は
ず
、
と
い

生
活
実
態
と
乖
離
し
た
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
、�

そ
の
基
盤

　

現
在
の
主
な
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
、
有
配
偶
の
女
性
非
正
規

労
働
者
、
学
生
労
働
者
（
ほ
と
ん
ど
非
正
規
）
な
ど
を
主
な
タ
ー
ゲ

ッ
ト
と
し
て
、「
家
計
補
助
」
だ
か
ら
正
規
男
性
と
平
等
に
あ
つ
か

う
必
要
は
な
い
、
と
主
張
す
る
。
公
然
と
口
に
す
る
か
ど
う
か
は
別

に
し
て
、
事
業
主
の
多
く
、
ま
た
男
性
労
働
者
の
相
当
部
分
が
強
い

影
響
を
受
け
て
い
る
。

　

長
期
雇
用
・
年
功
型
賃
金
を
軸
と
し
た
日
本
型
雇
用
が
解
体
す
る

に
と
も
な
い
、
男
性
正
規
賃
金
が
１
９
９
０
年
代
末
以
降
、
長
期
に

わ
た
り
大
幅
に
下
落
し
た
こ
と
で
、
世
帯
の
「
多
就
業
化
」
が
引
き

起
こ
さ
れ
た（

４
）。
現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
の
主
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト

は
、
こ
の
多
就
業
化
で
増
大
し
た
労
働
者
部
分
で
あ
る
。

　
「
労
働
力
調
査
」（
以
下
、「
労
調
」）
に
よ
れ
ば
、
２
０
０
２
年
か

ら
２
０
２
１
年
で
、
15
歳
以
上
の
有
配
偶
女
性
労
働
者
は
、
１
１
４

９
万
人
か
ら
１
５
２
０
万
人
へ
と
３
７
１
万
人
増
加
し
た
。
う
ち
、

非
正
規
労
働
者
は
６
５
６
万
人
か
ら
９
１
７
万
人
へ
と
２
６
１
万
人

の
増
加
で
あ
る（

５
）。
他
方
、
学
生
非
正
規
労
働
者
は
１
２
３
万
人
か
ら

１
８
２
万
人
へ
と
59
万
人
増
加
し
た
。
つ
ま
り
、
現
在
の
「
家
計
補

助
労
働
論
」
の
主
な
対
象
た
る
有
配
偶
女
性
非
正
規
労
働
者
と
学
生

非
正
規
労
働
者
は
、
３
２
０
万
人
増
加
し
て
、
２
０
２
１
年
平
均
で

１
０
９
９
万
人
、
労
働
者
総
数
の
20
％
を
数
え
る
ま
で
に
な
っ
た
。

１

表1　女性のフルタイム・低賃金者の割合
年間200日以上・週35時間以上就業者

（雇用形態別、2017年）
〈参考〉最低生計費、「ふつうの

ミニマム」生計費

賃金年収 25～
64歳

15歳
以上計

25～
64歳

15歳
以上計

単身 生活保護
水準に実際に
届く賃金年収

試算（＊）

中澤秀一「監修
最低生計費試算
調査」男性単身

年額（税込）

雇用者
150万円未満 122 159 10.5 11.6 札幌市 223 270 
200万円未満 271 344 23.1 25.3 秋田市 212 260
250万円未満 488 615 41.7 45.1 さいたま市 232 290 

正規
150万円未満 30 45 3.8 4.8 世田谷区 247 311 
200万円未満 82 118 10.3 12.7 静岡市 213 296 
250万円未満 209 286 26.1 30.8 名古屋市 218 272 

非正規
150万円未満 87 104 25.4 26.7 京都市 225 295 
200万円未満 181 213 53.1 54.8 岡山市 214 298 
250万円未満 269 311 78.8 79.9 鹿児島市 200 285 

（万人） （％） （万円） （万円）
〈参考〉2016年10月 最賃全国加重平均 823円
　　　　823×35×4.33×12＝1496700円

（出所）「就業構造基本調査」2017年より作成。

＊公租公課と勤労控除を引いて単身者の生
活保護費（生活扶助、住宅扶助特別基準、
冬季加算、年末時扶助）に届く賃金年収
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働
者
の
合
計
所
得
が
１
０
０
万
円
未
満
で
あ
る
割
合
は
、
17
年
で
63

％
で
あ
る
。
02
年
は
39
％
だ
っ
た
か
ら
、
単
身
学
生
労
働
者
の
家
計

悪
化
は
著
し
い
。「
仕
送
り
が
主
」
の
場
合
で
も
、
自
分
の
ア
ル
バ

イ
ト
収
入
の
途
絶
、
減
少
が
直
ち
に
生
活
に
響
く
割
合
は
少
な
く
な

い
は
ず
で
あ
る
。

（
２
）
低
所
得
世
帯
か
ら
通
う
学
生
労
働
者

　

低
所
得
親
元
世
帯
か
ら
通
学
す
る
学
生
労
働
者
は
、
ア
ル
バ
イ
ト

収
入
の
途
絶
、
減
少
に
よ
っ
て
直
ち
に
学
生
生
活
を
お
び
や
か
さ
れ

る
危
険
が
高
い
。
こ
れ
も
、「
家
計
補
助
」
か
ら
は
ず
す
べ
き
労
働

者
で
あ
る
。

　
「
労
調
」
21
に
よ
れ
ば
、
親
元
に
い
る
15
～
24
歳
の
学
生
非
正
規

労
働
者
は
１
１
４
万
人
で
あ
る
。「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、「
仕
事
が

な
お
、
こ
の
19
年
間
で
男
女
労
働
者
は
７
１
３
万
人
増
え
て
お
り
、

３
２
０
万
人
は
そ
の
45
％
に
あ
た
る
。

　

ま
ず
、
生
活
実
態
の
面
か
ら
、
こ
れ
を
「
家
計
補
助
」
と
規
定
す

る
こ
と
が
ど
れ
ほ
ど
妥
当
な
の
か
検
討
し
た
い
。
次
に
、
不
規
則
・

短
時
間
労
働
を
多
用
す
る
事
業
モ
デ
ル
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
と
し
て
こ

れ
を
考
え
る
。

（
１
）
学
生
労
働
者
の
実
態

　

以
下
、
デ
ー
タ
の
関
係
で
高
校
生
労
働
者
（
22
万
人
程
度
）、
お

よ
び
25
歳
以
上
は
除
き
、
中
等
後
教
育
（
短
大
、
専
修
学
校
、
大

学
、
大
学
院
。
以
後
、
大
学
等
と
よ
ぶ
）
の
学
生
労
働
者
に
つ
い
て

検
討
す
る
（
21
年
で
１
５
９
万
人
）。
ほ
と
ん
ど
は
非
正
規
就
業
で

あ
る
（
１
５
３
万
人
。「
労
調
」）。

　
「
労
調
」
に
よ
れ
ば
、
学
生
の
就
業
率
は
、
02
年
25
％
、
15
年
33

％
、
21
年
47
％
と
、
こ
こ
数
年
で
急
激
に
上
昇
し
た（

６
）。

就
業
先
は
卸

売
・
小
売
、
宿
泊
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
、
教
育
・
学
習
支
援
で
80
％
を

し
め
る
。
職
種
で
見
る
と
、
就
業
者
に
在
学
者
が
占
め
る
割
合
が
高

い
の
は
、
飲
食
物
調
理
11
％
、
接
客
給
仕
23
％
な
ど
で
あ
る
。
就
業

時
間
は
週
20
時
間
未
満
が
７
割
程
度
と
み
ら
れ
る（

７
）。

　

親
世
帯
の
所
得
低
下
の
表
れ
だ
が
、
親
と
同
居
す
る
学
生
が
増

え
、
そ
の
割
合
は
、
02
年
か
ら
21
年
で
59
％
か
ら
75
％
と
な
っ
た
。

う
ち
、
学
生
労
働
者
の
親
元
率
も
64
％
か
ら
74
％
に
増
え
て
い
る
。

　

単
身
学
生
と
親
元
学
生
に
分
け
て
検
討
す
る
。

　
「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、「
仕
事
が
従
で
通
学
が
主
」
で
あ
る
単
身

従
で
通
学
が
主
」
で
あ
る
、
親
元
に
い
る
者
の
32
％
は
親
元
世
帯
所

得
が
６
０
０
万
円
未
満
と
み
な
せ
る
た
め
、
こ
れ
を
低
所
得
世
帯
率

と
し
て
乗
ず
る
と
、
低
所
得
世
帯
か
ら
通
う
学
生
非
正
規
労
働
者
は

37
万
人
で
あ
る
。
02
年
で
数
え
る
と
18
万
人
で
あ
り
、
大
き
く
増
加

し
た
こ
と
が
わ
か
る（

８
）。

　

な
お
、
６
０
０
万
円
と
い
う
数
字
だ
が
、
仮
に
そ
れ
を
自
宅
通
学

の
大
学
生
が
い
る
４
人
世
帯
の
世
帯
収
入
と
し
、
そ
こ
か
ら
公
租
公

課
、
親
の
勤
労
必
要
費
用
、
学
生
の
平
均
学
費
／
日
常
生
活
費
／
就

学
費
１
６
０
万
円
（
学
生
支
援
機
構
「
学
生
生
活
調
査
」
20
年
、
４

年
制
大
学
昼
間 

自
宅
通
学
生 

国
公
私
立
平
均
値
）
を
引
く
と
、
そ

の
残
り
は
生
活
保
護
制
度
に
よ
る
４
人
世
帯
「
最
低
生
活
費
」
全
国

平
均
値
（
20
年
３
２
９
万
円
）
を
容
易
に
下
回
る
。

　

さ
ら
に
住
宅
ロ
ー
ン
の
返
済
、
地
方
で
は
不
可
欠
な
自
動
車
の
費

用
、
お
よ
び
、
世
帯
主
と
そ
の
配
偶
者
の
老
後
に
向
け
た
蓄
え
な
ど

を
考
慮
に
入
れ
た
場
合
、
６
０
０
万
円
と
い
う
数
値
が
低
す
ぎ
る
こ

と
は
明
白
で
あ
る
。

　

京
都
市
内
の
私
学
に
通
う
大
学
生
が
い
る
４
人
世
帯
（
京
都
市
）

を
モ
デ
ル
と
し
た
、
中
澤
秀
一
監
修
の
京
都
総
評
「
最
低
生
計
費
試

算
調
査
」（
19
年
）
に
よ
れ
ば
、
質
素
な
「
ふ
つ
う
の
暮
ら
し
」
を

想
定
し
た
夫
50
歳
代
の
生
計
費
試
算
額
は
８
４
９
万
円
で
あ
る
。
親

元
学
生
労
働
者
の
53
％
は
こ
の
試
算
未
満
の
低
所
得
世
帯
に
あ
り

（「
就
構
」
17
）、
そ
の
数
は
60
万
人
と
な
る
。

　

結
局
、
単
身
と
親
元
を
合
計
す
る
と
、
学
生
非
正
規
労
働
者
の
う

ち
、
賃
金
が
途
絶
・
減
少
し
た
場
合
に
す
ぐ
に
困
る
可
能
性
が
あ
る

人
び
と
は
、
53
万
～
76
万
人
、
37
～
52
％
と
な
る
。

（
３
）
低
所
得
の
夫
の
妻
で
あ
る
非
正
規
労
働
者

　

有
配
偶
男
性
に
は
低
所
得
層
が
増
え
て
お
り
（
表
３
、
夫
婦
と

子
、
夫
婦
と
子
と
親
世
帯
、
40
歳
代
の
夫
）、
夫
が
低
所
得
で
あ
る

妻
の
有
業
率
は
高
い
。
妻
の
有
業
率
は
全
体
に
大
き
く
上
が
り
、
夫

が
低
所
得
の
世
帯
に
お
け
る
妻
所
得
の
比
重
上
昇
も
明
白
で
あ
る
。

た
と
え
ば
夫
が
30
歳
代
の
夫
婦
の
場
合
、
夫
の
所
得
が
３
０
０
～
５

０
０
万
円
未
満
で
あ
る
割
合
は
、
02
年
か
ら
17
年
で
39
％
か
ら
41
％

に
増
え
た
が
、
そ
の
階
層
で
妻
が
２
０
０
万
円
以
上
の
所
得
を
得
て

い
る
割
合
は
、
19
％
か
ら
32
％
に
増
え
て
い
る
。

　

同
時
に
、
同
じ
階
層
で
妻
所
得
50
～
１
４
９
万
円
の
割
合
も
21
％

か
ら
28
％
に
増
え
た
。
夫
の
所
得
の
低
さ
を
考
え
る
と
、
比
重
は
そ

こ
そ
こ
だ
が
「
不
可
欠
」
な
労
働
部
分
の
拡
大
で
あ
る
（「
就
構
」）。

　

以
下
、
夫
が
無
業
あ
る
い
は
低
所
得
で

あ
る
た
め
に
、「
家
計
補
助
」
と
は
お
よ

そ
い
え
な
い
、
20
～
59
歳
の
非
正
規
女
性

の
概
数
を
試
算
し
た
。
妻
年
齢
の
上
限
を

59
歳
と
し
た
の
は
、
年
金
を
受
給
し
て
い

る
夫
が
多
数
含
ま
れ
る
の
を
防
ぐ
た
め
で

あ
る
。

　

２
０
２
１
年
の
「
労
調
」
に
よ
っ
て
10

歳
ご
と
の
有
配
偶
非
正
規
女
性
を
数
え
、

こ
れ
に
「
就
構
」
に
よ
る
年
齢
ご
と
の
夫

者
（
単
身
学
生
労
働
者
。
年
齢
区
分
は
な
い
）

の
う
ち
、
最
も
多
い
収
入
が
自
分
の
賃
金
で
あ

る
割
合
は
51
％
で
あ
る
（
表
２
）。「
労
調
」
２

０
２
１
に
よ
る
と
単
身
学
生
非
正
規
労
働
者
数

は
31
万
人
だ
が
、
そ
れ
に
こ
の
割
合
を
乗
じ
、

「
家
計
補
助
」
と
は
い
え
な
い
自
立
型
単
身
学

生
労
働
者
数
を
推
計
す
る
と
16
万
人
と
な
る
。

こ
の
人
び
と
は
家
計
の
主
た
る
担
い
手
で
あ
る

た
め
、「
家
計
補
助
」
規
定
は
あ
て
は
ま
ら
な

い
。
02
年
で
は
12
万
人
で
あ
っ
た
。

　

な
お
、「
就
構
」
に
よ
れ
ば
、
単
身
学
生
労

表2　単身学生就業者　家計の「主な収入の
種類」（最多収入、単数回答、％）

2002年 2007年 2012年 2017年

賃金・給料 37.1 44.3 47.2 51.1

仕送り 57.8 49.8 47.9 43.1
（出所）「就業構造基本調査」より作成。

表3　〈夫婦と子、夫婦と子と親〉世帯
40歳代夫の所得

2002年 2012年  2017年
400万円未満 21.8 24.0 24.9
500万円未満 34.3 38.2 40.9
600万円未満 47.5 53.1 56.9

＊夫無業を含んだ数値。2015年消費者物価
による調整済み（％）

（出所）「就業構造基本調査」より作成。
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助
労
働
論
」
の
対
象
と
す
る
こ
と
に
は
無
理
が
あ
る
。
趨
勢
と
し

て
、
家
計
補
助
か
ら
家
計
分
担
、
あ
る
い
は
多
就
業
（
マ
ル
チ
イ
ン

カ
ム
）
へ
の
変
化
が
生
じ
た
こ
と
は
明
白
で
あ
る
。

（
４
）  

不
規
則
・
短
時
間
労
働
を
多
用
す
る
事
業
モ
デ
ル
と 

現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」

　

み
て
き
た
よ
う
に
、
現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
生
活
実
態

に
著
し
く
合
わ
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
強
い
影
響
力
を
も
っ
て
い

る
。そ
の
背
景
に
は
、労
働
需
要
の
大
き
な
変
動
に
低
コ
ス
ト
で
対
応

す
る
た
め
に
、
有
配
偶
女
性
非
正
規
と
学
生
労
働
者
を
、
不
規
則
・

短
時
間
労
働
者
と
し
て
多
用
す
る
事
業
モ
デ
ル
の
存
在
が
あ
る（

（1
（

。

　

そ
れ
を
念
頭
に
置
き
な
が
ら
、
あ
ら
た
め
て
現
在
の
「
家
計
補
助

労
働
論
」
の
理
屈
を
再
構
成
し
て
み
よ
う
。

　

①
家
事
、
家
族
ケ
ア
、
学
業
を
し
な
が
ら
の
労
働
だ
か
ら
、
い
わ

ば
「
専
業
労
働
」
で
は
な
く
、
就
業
時
間
も
不
規
則
、
あ
る
い
は
短

い
こ
と
が
ふ
つ
う
で
あ
る
。
②
そ
の
た
め
正
規
労
働
者
と
は
異
な

り
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
沿
っ
た
、
判
断
の
い
ら
な
い
機
械
的
な
仕
事
が

ま
か
さ
れ
て
い
る
。
③
家
計
の
主
た
る
担
い
手
は
男
性
世
帯
主
だ
か

ら
女
性
、
学
生
を
低
く
処
遇
し
て
も
世
帯
の
生
活
に
大
き
な
影
響
は

出
な
い
は
ず
で
あ
る
。

　

現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
の
主
張
は
①
②
③
の
順
で
な
さ
れ

て
い
る
。
だ
が
、
歴
史
的
に
は
ま
ず
③
が
、
長
く
主
張
さ
れ
、
現
在

で
も
再
生
産
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
が
、
女
性
労
働
に
た
い
す
る
処
遇

差
別
と
家
事
・
ケ
ア
を
め
ぐ
る
性
別
役
割
分
業
と
の
合
体
物
で
あ
る

低
所
得
率
（
無
業
率
を
加
え
た
）
を
乗
じ
て
合
計
し
た（

９
）。
低
所
得
だ

と
す
る
基
準
は
、
①
妻
が
20
歳
代
で
は
夫
の
年
収
４
０
０
万
円
未

満
、
②
30
、
40
歳
代
で
は
年
収
５
０
０
万
円
未
満
、
③
50
歳
代
で
は

年
収
６
０
０
万
円
未
満
と
し
た
。
①
～
③
を
合
わ
せ
た
夫
低
所
得
世

帯
の
妻
で
あ
る
非
正
規
女
性
の
合
計
は
３
６
７
万
人
で
あ
っ
た
。
こ

れ
は
15
～
59
歳
の
有
配
偶
非
正
規
女
性
の
53
％
、
有
配
偶
女
性
人
口

の
20
％
に
あ
た
る
。

　

こ
こ
で
は
、
日
本
型
雇
用
が
社
会
標
準
で
あ
っ
た
時
代
と
、
若
い

時
の
所
得
金
額
の
意
味
も
変
わ
っ
て
い
る
こ
と
に
注
意
す
べ
き
だ
ろ

う
。
近
年
で
は
、
半
分
近
く
の
男
性
労
働
者
は
年
齢
に
応
じ
た
賃
金

上
昇
を
わ
ず
か
し
か
望
め
な
い
状
態
と
な
っ
て
い
る
。

　

も
と
よ
り
、
こ
の
低
所
得
基
準
を
そ
の
ま
ま
世
帯
所
得
と
し
た
場

合
、「
ふ
つ
う
の
暮
ら
し
」
と
は
相
当
の
距
離
が
あ
る
。
京
都
総
評

調
査
に
よ
る
夫
年
齢
ご
と
の
必
要
世
帯
所
得
額
は
、
30
歳
代
５
８
４

万
円
、
40
歳
代
６
６
０
万
円
、
50
歳
代
８
４
９
万
円
で
あ
っ
た
。
筆

者
が
こ
こ
で
用
い
た
夫
所
得
基
準
と
こ
の
必
要
世
帯
所
得
額
の
差

は
、
84
万
円
、
１
６
０
万
円
、
２
４
９
万
円
で
あ
り
、
妻
が
働
き
続

け
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
埋
め
ら
れ
な
い
額
で
は
な
い
。
だ
が
、
妻

の
収
入
の
途
絶
／
減
少
が
あ
れ
ば
、「
ふ
つ
う
」
の
暮
ら
し
が
困
難

と
な
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
り
、
そ
の
場
合
の
賃
金
を
「
家
計
補

助
」
と
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

　

学
生
非
正
規
労
働
者
と
有
配
偶
女
性
非
正
規
の
ど
ち
ら
も
、
生
活

実
態
と
い
う
点
か
ら
み
る
と
、
質
素
な
「
ふ
つ
う
」
の
暮
ら
し
を
想

定
し
な
が
ら
控
え
め
に
推
計
し
て
も
、
そ
の
半
分
以
上
は
「
家
計
補

の
労
働
を
多
用
す
る
事
業
モ
デ
ル
が
成
立
す
る
の
で
あ
る
。

　

現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
の
中
心
的
機
能
は
、
拡
大
し
た
不

規
則
・
短
時
間
労
働
へ
の
差
別
的
処
遇
に
も
と
づ
く
事
業
モ
デ
ル
を

擁
護
す
る
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
と
い
う
点
に
あ
る
。

︻「
不
規
則
・
短
時
間
」
モ
デ
ル
の
労
働
力
市
場
へ
の
影
響
︼

　

ま
た
、
不
規
則
・
短
時
間
労
働
を
多
用
す
る
事
業
モ
デ
ル
が
ひ
ろ

が
れ
ば
、
そ
う
し
た
求
人
の
割
合
が
増
加
し
、
希
望
し
な
い
に
も
か

か
わ
ら
ず
不
規
則
・
短
時
間
の
仕
事
に
就
く
ケ
ー
ス
も
生
ず
る
。

　

実
際
、「
労
調
」
に
よ
れ
ば
、
35
時
間
未
満
就
業
で
、
就
業
時
間

の
追
加
を
希
望
し
、
か
つ
そ
れ
が
可
能
で
あ
る
と
答
え
た
「
追
加
就

労
希
望
」
の
労
働
者
は
、
19
年
１
５
５
万
人
、
20
年
１
８
４
万
人
、

21
年
１
７
６
万
人
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
年
の
失
業
人
口
が
１
８
２
万

人
、
２
１
０
万
人
、
２
１
３
万
人
で
あ
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
こ
れ

は
小
さ
な
数
字
で
は
な
い
。

　

つ
ま
り
、
性
別
役
割
分
業
に
よ
る
不
規
則
・
短
時
間
就
業
の
規
模

が
大
き
け
れ
ば
、
そ
れ
を
核
と
し
て
、
男
性
や
単
身
女
性
な
ど
、
性

別
役
割
分
業
に
直
接
縛
ら
れ
て
い
な
い
労
働
者
に
も
不
規
則
・
短
時

間
労
働
は
拡
大
す
る
の
で
あ
る
。

　

不
規
則
・
短
時
間
労
働
を
促
進
す
る
役
割
を
果
た
す
制
度
環
境
も

み
す
ご
せ
な
い
。
週
20
時
間
未
満
は
雇
用
保
険
の
対
象
で
は
な
く
、

社
会
保
険
の
強
制
加
入
対
象
も
長
期
に
わ
た
っ
て
30
時
間
以
上
で
あ

っ
た
。

　

性
別
役
割
分
業
の
強
い
制
約
を
直
接
に
受
け
て
い
な
い
労
働
者
に

こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

　

①
は
比
較
的
新
し
い
。
１
９
７
０
年
代
に
主
婦
パ
ー
ト
が
拡
大
し

始
め
る
ま
で
、
女
性
労
働
は
結
婚
あ
る
い
は
出
産
で
離
職
、
あ
る
い

は
保
育
所
を
使
い
な
が
ら
の
フ
ル
タ
イ
ム
が
ふ
つ
う
だ
っ
た
。「
労

調
」
に
よ
れ
ば
、
非
農
林
産
業
で
の
女
性
雇
用
者
中
の
週
35
時
間
未

満
就
業
者
が
１
割
を
超
え
た
の
は
１
９
６
０
年
代
後
半
で
あ
り
、
２

割
超
が
１
９
８
０
年
代
初
期
で
あ
る
。
こ
の
頃
ま
で
の
「
家
計
補
助

労
働
論
」
は
フ
ル
タ
イ
ム
女
性
が
主
な
対
象
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
か

っ
た
。

　

女
性
雇
用
者
で
35
時
間
未
満
が
４
割
を
超
え
た
の
は
２
０
０
７
年

（
９
３
１
万
人
）
で
あ
り
、
２
０
２
１
年
に
は
47
％
（
１
２
６
３
万

人
）
に
な
っ
た
。
と
く
に
、
15
時
間
未
満
割
合
は
07
年
か
ら
21
年
の

間
に
、
８
％
（
１
８
０
万
人
）
か
ら
12
％
（
３
１
７
万
人
）
へ
と
増

加
が
著
し
い
。
な
お
、
47
％
と
い
う
数
値
は
就
業
者
中
の
割
合
で
あ

り
、
休
業
者
を
除
く
と
49
％
で
あ
る
。

　

つ
ま
り
、
現
在
の
主
な
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
、
女
性
の
35
時

間
未
満
就
業
が
雇
用
者
の
半
分
に
な
り
、
細
切
れ
労
働
化
が
進
ん
で

い
る
状
況
下
の
も
の
で
あ
る
。
な
お
女
性
非
正
規
中
で
の
35
時
間
未

満
就
業
の
割
合
は
71
％
で
あ
る
（「
労
調
」
21
）。

　

上
記
②
の
「
マ
ニ
ュ
ア
ル
労
働
化
」
に
つ
い
て
は
、
フ
ル
タ
イ
ム

と
パ
ー
ト
の
均
等
待
遇
が
実
現
し
て
い
れ
ば
、
抑
制
さ
れ
る
は
ず
で

あ
る
。
③
の
主
張
が
今
な
お
通
用
す
る
こ
と
は
、
均
衡
待
遇
が
低
水

準
で
あ
る
こ
と
（≒

「
非
正
規
」
処
遇
が
合
法
で
あ
る
こ
と
）
と
ほ

ぼ
同
義
で
あ
り
、
処
遇
を
差
別
で
き
る
か
ら
こ
そ
、
安
く
使
い
捨
て
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「家計補助労働論」を乗り越える

136137

も
拡
大
し
た
不
規
則
・
短
時
間
労
働
は
、「
家
計
補
助
労
働
」
と
同

じ
水
準
の
処
遇
が
適
用
さ
れ
、
低
賃
金
労
働
者
を
拡
大
す
る
。

（
５
）  
旧
来
型
「
家
計
補
助
労
働
論
」
─
─
低
賃
金
と
の 

単
純
な
癒
着

　

な
お
、
旧
来
型
「
家
計
補
助
労
働
論
」
は
、
現
在
の
「
家
計
補
助

労
働
論
」
の
労
働
市
場
を
介
し
た
拡
大
適
用
と
な
ら
ん
で
、
あ
る
い

は
、
そ
の
底
流
と
し
て
、
再
生
産
さ
れ
て
い
る
。
旧
来
型
は
も
と
も

と
、
端
的
な
女
性
差
別
と
一
体
に
な
っ
た
議
論
で
あ
り
、
自
分
で
生

活
で
き
な
い
低
賃
金
だ
か
ら
、
親
か
夫
な
ど
ほ
か
に
主
た
る
家
計
支

持
者
へ
の
補
助
で
あ
る
は
ず
、
と
い
う
も
の
だ
。「
専
業
労
働
」
か

否
か
、
短
時
間
労
働
か
否
か
も
ほ
と
ん
ど
関
係
が
な
い
。

　

低
賃
金
を
不
思
議
に
思
わ
な
い
理
由
が
あ
る
と
し
た
ら
、「
地
方

だ
か
ら
」、「
小
零
細
企
業
だ
か
ら
」、「
難
し
く
な
い
仕
事
だ
か
ら
」

な
ど
が
、「
女
性
だ
か
ら
」
に
付
け
加
え
ら
れ
る
。
非
正
規
だ
け
で

な
く
、
正
規
雇
用
に
も
法
外
な
低
賃
金
は
少
な
か
ら
ず
存
在
す
る
。

女
性
賃
金
が
「
低
す
ぎ
る
」
こ
と
と
「
家
計
補
助
」
あ
つ
か
い
の
単

純
な
癒
着
は
、
労
働
者
家
族
の
成
立
と
と
も
に
古
く
、
現
在
も
、
新

た
な
構
造
で
再
生
産
さ
れ
続
け
て
い
る
。

不
規
則
・
短
時
間
労
働
の
長
期
拡
大
と�

社
会
の
疲
弊

　

あ
ら
た
め
て
、
不
規
則
・
短
時
間
労
働
の
拡
大
状
況
を
検
討
し
て

２

お
こ
う（

（1
（

。

（
１ 

）
パ
ー
ト

割
合
の
長

期
上
昇

　

ま
ず
、「
毎
月

勤
労
統
計（
以
下
、

「
毎
勤
」）
に
よ
っ

て
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
の
割
合

を
み
る
。
こ
こ
で

の
パ
ー
ト
タ
イ
ム

は
、
所
定
労
働
時

間
、
所
定
日
数
が

一
般
労
働
者
よ
り

少
な
い
者
と
定
義

さ
れ
、
農
林
漁

業
、
分
類
不
能
産

業
、
行
政
を
行
う

　

１
９
９
３
年
か
ら
２
０
２
１
年
の
間
に
、
パ
ー
ト
労
働
者
割
合
は

17
％
か
ら
31
％
へ
と
大
き
く
上
昇
し
た
。
同
時
に
、
パ
ー
ト
労
働
者

の
実
労
働
時
間
指
数
（
１
９
９
７
年
＝
１
０
０
）
は
、
１
０
１
・
８

か
ら
81
・
２
へ
と
減
少
し
て
お
り
、〈
細
切
れ
労
働
〉
が
拡
大
し
て

い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
最
低
賃
金
上
昇
も
あ
っ
て
パ
ー
ト
労
働
者
の

ま
で
を
み
る
と
、
産
業
計
の
常
用
労
働
者
は
５
０
２
万
人
増
え
た
が

（
う
ち
女
性
が
３
４
４
万
人
）、
増
加
分
の
う
ち
２
８
９
万
人
は
パ
ー

ト
労
働
者
（
増
加
分
の
58
％
）
で
あ
っ
た
（
女
性
パ
ー
ト
は
１
９
３

万
人
増
）。
２
０
１
２
年
の
パ
ー
ト
労
働
者
割
合
は
29
％
で
あ
っ
た

か
ら
、
58
％
と
い
う
数
値
は
尋
常
で
は
な
い
。

　

産
業
別
に
見
る
と
、
こ
の
７
年
間
で
パ
ー
ト
労
働
者
の
増
加
が
特

に
多
か
っ
た
の
は
、
卸
売
／
小
売
（
53
万
人
、
労
働
者
増
加
分
中
の

割
合
72
％
）、
飲
食
／
宿
泊
サ
ー
ビ
ス
（
70
万
人
、
同
93
％
）、
教
育

／
学
習
支
援
（
39
万
人
、
同
69
％
）、
医
療
／
福
祉
（
76
万
人
、
同

46
％
）
で
あ
っ
た
。
こ
の
４
産
業
で
パ
ー
ト
労
働
者
の
増
加
分
の
83

％
を
占
め
る
。

（
２
）「
20
時
間
未
満
＋
不
規
則
」
就
業
者
の
大
幅
拡
大

　

実
際
の
労
働
時
間
の
分
布
を
み
よ
う
。
ど
の
時
間
階
層
の
変
化
が

大
き
か
っ
た
の
か
。

　

図
３
は
、「
就
構
」
に
よ
っ
て
、「
ふ
だ
ん
」
の
労
働
時
間
が
月
35

時
間
未
満
で
あ
る
労
働
者
に
つ
い
て
、
時
間
階
級
ご
と
の
労
働
者
数

の
変
化
を
あ
ら
わ
し
た
も
の
で
あ
る
。「
不
規
則
」
就
業
と
は
年
間

２
０
０
日
未
満
で
不
規
則
な
就
業
を
指
す
。
１
９
９
２
年
か
ら
２
０

１
７
年
を
と
っ
て
み
る
と
「
不
規
則
＋
35
時
間
未
満
」
の
割
合
は
17

％
か
ら
29
％
に
増
え
て
お
り
、
こ
の
変
化
は
、「
毎
勤
」
に
よ
る
パ

ー
ト
割
合
の
変
化
に
ほ
ぼ
照
応
し
て
い
る
。

　

労
働
者
数
で
み
る
と
、
87
年
か
ら
の
30
年
間
で
男
女
労
働
者
は
１

２
８
２
万
人
増
え
、
そ
の
う
ち
、「
不
規
則
＋
35
時
間
未
満
」
の
増

官
公
署
を
除
く
、
５
人
以
上
事
業
所
の
常
用
労
働
者
が
調
査
対
象
で

あ
る
。
パ
ー
ト
の
時
間
数
基
準
が
決
ま
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、

事
業
所
ご
と
の
区
分
に
よ
っ
て
い
る
。
図
２
は
パ
ー
ト
労
働
者
の
割

合
、
実
労
働
時
間
（
指
数
表
示
）、
実
質
現
金
給
与
総
額
（
指
数
表

示
）
の
推
移
を
あ
ら
わ
し
た
も
の
で
あ
る
。

実
質
時
給
は

こ
の
間
に
29

％
上
昇
し
た

が
、
実
労
働

時
間
減
少
の

た
め
、
そ
の

実
質
現
金
給

与
総
額
は
２

ポ
イ
ン
ト
の

上
昇
に
と
ど

ま
り
、
12
年

に
比
べ
る
と

４
ポ
イ
ン
ト

の
減
少
と
な

っ
た
。

　
「
毎
勤
」

に
よ
っ
て
12

年
か
ら
コ
ロ

ナ
前
の
19
年

図2　パート労働者割合と実労働時間指数、実質賃金総額指数
（1997年＝100） （％）

（年）
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（出所）「毎月勤労統計調査」より作成。
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図3　役員を除く雇用者数 短時間就業者、200日未満の不規則就業者
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（出所）「就業構造基本調査」より作成。
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加
分
は
１
０
３
２
万
人
（
労
働
者
増
加
分
の
80
％
、）、「
不
規
則
＋

22
時
間
未
満
」
で
は
６
８
８
万
人
（
同
54
％
）
で
あ
っ
た
。

　

女
性
労
働
者
数
は
30
年
間
で
１
・
６
倍
と
な
っ
た
が
、
不
規
則
は

１
・
７
倍
、
22
時
間
未
満
は
５
倍
、
22
～
35
時
間
未
満
は
２
・
３
倍

に
増
え
た
。
男
性
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
１
・
１
倍
、
１
・
２
倍
、
５
・

９
倍
、
３
・
７
倍
で
あ
る
。
35
時
間
未
満
の
う
ち
で
も
、
労
働
時
間

が
特
に
短
い
労
働
者
が
大
幅
に
増
加
し
て
お
り
、
労
働
の
「
細
切
れ

化
」
が
大
き
く
進
ん
だ
こ
と
が
わ
か
る
。
パ
ー
ト
労
働
者
割
合
が
上

昇
し
、
同
時
に
、
パ
ー
ト
労
働
者
の
就
業
時
間
が
減
少
し
た
結
果
で

あ
る
。

　

２
０
０
２
年
か
ら
は
「
就
構
」
の
時
間
階
層
区
分
に
「
20
時
間
」

が
入
り
、
雇
用
保
険
加
入
基
準
と
関
連
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
っ
た
。
２
０
０
２
年
以
降
で
み
る
と
、
労
働
者
計
は
５
０
８
万

人
増
だ
が
、
不
規
則
が
31
万
人
、
20
時
間
未
満
が
２
６
２
万
人
、
20

～
35
時
間
未
満
が
１
４
７
万
人
の
増
加
で
あ
る
。
就
業
時
間
の
点
で

雇
用
保
険
加
入
基
準
に
い
た
ら
な
い
労
働
者
が
、
こ
の
15
年
間
で
２

９
３
万
人
増
加
し
た
こ
と
に
な
る
。

　

ち
な
み
に
、
こ
の
間
、
高
齢
者
就
業
は
大
き
く
増
加
し
て
お
り
、

そ
の
影
響
は
あ
る
も
の
の
、
変
化
の
中
心
は
勤
労
年
齢
で
あ
っ
た
。

役
員
を
含
ん
だ
数
値
だ
が
、
02
年
か
ら
の
15
年
間
で
、「
不
規
則
＋

20
時
間
未
満
」
の
増
加
に
15
～
64
歳
が
占
め
る
割
合
は
67
％
で
あ

る
。

　

不
規
則
・
短
時
間
労
働
の
長
期
大
幅
拡
大
の
た
め
、
低
所
得
労
働

者
が
大
幅
に
増
加
し
た
。
１
９
９
７
年
か
ら
の
20
年
間
で
、
２
５
０

い
る
こ
と
を
重
視
す
べ
き
だ
ろ
う
。

　

な
お
、
日
本
に
お
け
る
こ
う
し
た
短
時
間
労
働
の
大
幅
拡
大
は
先

進
諸
国
中
で
も
特
異
な
も
の
で
あ
る
。O

ECD
.Stat

に
よ
れ
ば
、

実
労
働
時
間
30
時
間
未
満
の
割
合
が
12
年
か
ら
コ
ロ
ナ
前
の
19
年
で

２
ポ
イ
ン
ト
以
上
上
昇
し
た
の
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
で
は
、
日
本

（
４
・
６
ポ
イ
ン
ト
）、
韓
国
（
３
・
９
ポ
イ
ン
ト
）、
コ
ス
タ
リ
カ

（
３
・
７
ポ
イ
ン
ト
）
の
み
で
あ
る
。

　

日
本
に
お
け
る
短
時
間
就
業
拡
大
の
背
景
だ
が
、
そ
の
中
核
に
は

家
事
と
ケ
ア
の
女
性
責
任
化
が
あ
る
。
強
い
性
別
役
割
分
業
の
持
続

と
そ
れ
を
支
え
た
日
本
型
雇
用
の
惰
性
は
無
視
で
き
な
い
。

（
３
）  

短
時
間
化
が
生
み
出
す
諸
論
点 

─
─
社
会
的
疲
弊
の
拡
大

　

ケ
ア
の
女
性
責
任
化
の
現
状
と
そ
の
打
開
方
向
に
つ
い
て
は
次
節

で
あ
つ
か
う
こ
と
と
し
、
短
時
間
就
業
の
蔓
延
と
関
連
す
る
他
の
諸

論
点
に
つ
い
て
、
こ
こ
で
簡
単
に
ふ
れ
て
お
き
た
い
。

ａ　
「
構
想
と
実
行
の
分
離
」
の
拡
大
と
労
働
内
容
の
衰
退

　
「
構
想
と
実
行
の
分
離
」
と
は
、
計
画
・
管
理
・
調
整
と
、
そ
れ

に
よ
っ
て
つ
く
ら
れ
た
プ
ラ
ン
の
実
行
と
を
、
人
間
と
し
て
分
離
・

分
割
す
る
こ
と
で
あ
り
、
テ
ー
ラ
ー
主
義
、
フ
ォ
ー
ド
主
義
の
労
働

管
理
で
徹
底
し
た
も
の
と
な
っ
た
。
耐
久
消
費
財
の
組
み
立
て
が
有

名
だ
が
、
現
在
で
は
、
情
報
通
信
技
術
の
高
度
化
と
と
も
に
、
対
人

サ
ー
ビ
ス
産
業
、
卸
売
小
売
産
業
に
も
一
般
化
し
て
い
る
。
不
規

則
・
短
時
間
労
働
の
増
大
は
、
そ
の
「
実
行
」
部
分
が
フ
ル
タ
イ
ム

正
規
労
働
者
と
多
数
の
短
時
間
労
働
者
に
分
割
さ
れ
た
事
業
モ
デ
ル

に
対
応
し
て
い
る
。

　

日
本
の
場
合
、「
資
格
」
あ
る
い
は
経
験
蓄
積
を
軽
視
す
る
低
処

遇
が
維
持
さ
れ
た
ま
ま
で
、「
細
切
れ
雇
用
」
が
拡
大
す
る
た
め
、

短
時
間
労
働
者
は
仕
事
の
裁
量
権
が
極
小
化
さ
れ
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
労

働
が
ふ
つ
う
に
な
り
、
他
方
で
、
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
は
短
時
間
労

働
者
の
仕
事
の
管
理
／
指
導
／
補
完
を
担
わ
さ
れ
る
。「
構
想
と
実

行
」
の
分
離
が
職
場
レ
ベ
ル
で
も
極
端
化
さ
れ
、
双
方
に
ス
ト
レ
ス

あ
る
い
は
過
重
労
働
が
押
し
つ
け
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
直
接
の
指
導

者
・
管
理
者
も
仕
事
に
習
熟
し
て
い
な
い
、
大
半
が
非
正
規
か
ら
な

る
職
場
も
増
え
て
い
る
。

　

職
場
で
の
人
間
関
係
と
仕
事
そ
の
も
の
が
苦
痛
で
あ
る
度
合
い
が

拡
大
し
、
で
き
る
限
り
労
働
時
間
を
短
く
し
た
い
と
い
う
欲
求
が
従

来
よ
り
も
強
く
な
っ
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。

ｂ　
メ
ン
タ
ル
不
調
の
拡
大

　

心
身
、
特
に
メ
ン
タ
ル
の
不
調
に
よ
っ
て
、
フ
ル
タ
イ
ム
の
労
働

に
耐
え
ら
れ
な
い
労
働
者
の
割
合
が
増
加
し
て
い
る
可
能
性
が
あ

る
。「
協
会
け
ん
ぽ
」
の
場
合
、「
精
神
と
行
動
の
障
害
」
に
よ
る
傷

病
手
当
件
数
（
毎
年
10
月
の
分
）
は
、
99
年
か
ら
21
年
で
、
５
４
７

２
件
か
ら
５
万
１
０
５
４
件
へ
と
９
・
３
倍
に
激
増
し
た
。
メ
ン
タ

ル
不
調
に
よ
る
傷
病
手
当
の
激
増
は
、
メ
ン
タ
ル
不
調
を
抱
え
る
①

休
ま
ず
働
き
続
け
て
い
る
被
保
険
者
、
②
短
時
間
就
業
で
社
会
保
険

非
加
入
の
労
働
者
、
③
非
就
業
者
、
の
そ
れ
ぞ
れ
の
大
幅
増
加
を
推

測
さ
せ
る（

（1
（

。

　

国
民
健
康
保
険
加
入
の
25
～
54
歳
女
性
の
数
値
だ
が
、「
精
神
と

行
動
の
障
害
」
で
の
年
間
一
人
あ
た
り
保
険
給
付
件
数
（
入
院
外
）

は
、
２
０
１
０
年
か
ら
２
０
２
０
年
で
０
・
41
か
ら
１
・
05
へ
と

２
・
７
倍
に
増
え
た
。
協
会
け
ん
ぽ
被
保
険
者
の
同
数
値
は
０
・
23

か
ら
０
・
34
へ
と
１
・
５
倍
増
で
あ
る
。
国
保
の
勤
労
年
齢
被
保
険

万
円
未
満
の
雇
用

者
は
５
７
４
万
人

増
え
て
２
５
９
０

万
人
と
な
り
、
う

ち
１
５
０
万
円
未

満
は
３
９
１
万
人

増
で
１
５
１
０
万

人
に
な
っ
た
。
た

と
え
ば
、
20
～
64

歳
男
性
雇
用
者
の

う
ち
年
収
１
５
０

万
円
未
満
は
、
22

万
人
か
ら
56
万
人

に
増
え
て
い
る

（
図
４
）。
こ
れ

が
、
男
性
世
帯
主

正
規
労
働
者
の
長

期
大
幅
賃
金
下
落

と
同
時
に
起
き
て

図4　低所得（年収250万円未満）雇用者数の増加（男女別）
（20～64歳と年齢計、1997年と2017年）

〈男女〉
（万人）

0

150万円未満
150～200万円未満
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500

1000
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1764
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966

19
97

年 24
～6

4歳
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2079

364

1145

20
17

年 同

〈男〉

201
442

98
142

19
97

年 20
～6

4歳

243
561

116
202

20
17

年 同

〈女〉

272
1322

227

823

19
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年 20
～6

4歳
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1518

248

943

20
17

年 同

〈男女〉

515

2016

373

1128

19
97

年 年
齢計

635

2590

436

1519

20
17

年 同

〈男〉

232
583

129
222
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年 年
齢計

290
817
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年 同

〈女〉
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1434

244

906
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年 年
齢計
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1773
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1155
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943

515

2016

373

1128

635

2590

436

1519
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（出所）「就業構造基本調査」より作成。

128-146_KZ230403_論文_後藤道.05a_WCC22.indd   138-139128-146_KZ230403_論文_後藤道.05a_WCC22.indd   138-139 2024/02/02   14:08:532024/02/02   14:08:53



「家計補助労働論」を乗り越える

140141

者
は
、
そ
の
多
く
が
短
時
間
労
働
者
あ
る
い
は
無
業
で
あ
る
た
め
、

こ
れ
は
、
メ
ン
タ
ル
不
調
の
短
時
間
労
働
者
と
無
業
者
の
急
増
を
あ

ら
わ
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

簡
単
に
結
論
が
出
せ
る
話
で
は
な
い
が
、
メ
ン
タ
ル
不
調
の
拡
大

は
、
抜
け
だ
せ
る
見
通
し
の
な
い
低
賃
金
と
職
場
で
の
ス
ト
レ
ス
の

増
大
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
に
お
け
る
女
性
の
重
負
担
と
関
係
が

あ
る
と
、
筆
者
は
推
測
し
て
い
る
。

ｃ　
就
業
調
整

　

有
配
偶
非
正
規
女
性
が
最
賃
、
パ
ー
ト
時
給
の
上
昇
に
よ
り
、
所

得
税
課
税
や
夫
の
配
偶
者
控
除
等
の
喪
失
な
ど
を
避
け
る
た
め
の

「
就
業
抑
制
」
を
重
視
し
て
い
る
と
す
る
見
解
が
あ
り
（
内
閣
府『
男

女
共
同
参
画
白
書
』２
０
２
２
な
ど
）、
事
業
主
の
発
言
で
も
よ
く
み

か
け
る
。「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、
年
収
50
～
99
万
円
、
１
０
０
～

１
４
９
万
円
の
有
配
偶
非
正
規
女
性
は
、
そ
れ
ぞ
れ
49
％
、
42
％
が

就
業
調
整
を
し
た
と
答
え
て
い
る
。
し
か
し
、「
パ
ー
ト
労
働
者
等

総
合
実
態
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
就
業
調
整
を
行
っ
た
と
回
答
し
た
労

働
者
の
割
合
は
、
最
賃
上
昇
と
重
な
る
06
年
、
11
年
、
26
年
で
は
下

が
り
気
味
で
あ
る
。
税
制
を
考
慮
し
た
就
業
調
整
は
、
か
な
り
の
比

率
で
行
わ
れ
て
い
る
も
の
の
、
そ
れ
が
、
家
事
・
ケ
ア
の
必
要
と
い

う
よ
り
基
本
的
な
理
由
と
の
関
連
で
、
就
業
時
間
を
実
際
に
短
く
す

る
機
能
を
ど
れ
ほ
ど
独
自
に
も
っ
て
い
る
か
は
、
不
明
で
あ
る
。

ｄ　
社
会
保
険
の
強
制
加
入
基
準
が
原
則
20
時
間
に

　

20
時
間
が
原
則
と
な
り
、
適
用
さ
れ
る
企
業
の
従
業
員
規
模
（
被

保
険
者
数
で
数
え
る
）
の
縮
小
が
す
す
み
、
２
０
２
４
年
に
は
51
人

以
上
が
強
制
適
用
の
予
定
で
あ
る
。
社
会
保
険
料
負
担
の
増
加
を
嫌

う
事
業
主
が
20
時
間
未
満
の
雇
用
を
増
や
す
可
能
性
が
あ
ろ
う
。
同

時
に
、
人
手
不
足
の
な
か
で
、
社
会
保
険
加
入
を
含
む
環
境
整
備
を

す
す
め
る
企
業
が
増
え
る
可
能
性
も
あ
る
。

子
育
て
女
性
が
不
規
則
・
短
時
間
就
業
を
選
ぶ�

環
境
を
ど
う
緩
和
す
る
か�

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
の
た
め
の「
休
業
」の
承
認
と
所
得
補
償

（
１
）  

コ
ロ
ナ
禍
：
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
の
縮
小
と
イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
ケ
ア
需
要
の
拡
大

　

新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
は
、
学
校
休
校
、
幼
稚
園
、
保
育
所
、

学
童
保
育
な
ど
の
休
園
や
利
用
自
粛
要
請
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
と
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
縮
小
な
ど
を
も
た
ら
し
た
。
各
種
の
社
会
制
度
で
給
付

さ
れ
る
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
が
大
き
く
縮
小
し
、
家
庭
で
の
イ
ン
フ
ォ

ー
マ
ル
ケ
ア
需
要
が
急
に
拡
大
し
た
。
ケ
ア
を
受
け
る
当
人
も
そ
う

だ
が
、
ケ
ア
を
す
る
家
族
の
負
担
と
矛
盾
は
大
き
か
っ
た
。

　

そ
れ
に
よ
っ
て
女
性
労
働
者
が
時
短
・
休
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
、

離
職
に
追
い
込
ま
れ
た
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
い
。
Ｎ
Ｈ
Ｋ
／
Ｊ
Ｉ
Ｌ

Ｐ
Ｔ
共
同
調
査
（
20
年
11
月
）
に
よ
れ
ば
、
20
年
４
～
10
月
に
時

短
・
休
業
を
経
験
し
た
子
育
て
中
の
女
性
の
う
ち
、
62
％
は
「
勤
務

先
か
ら
」
の
命
令
、
21
％
が
「
保
育
園
・
学
校
の
休
園
（
校
）
や
時

間
短
縮
」
を
理
由
と
し
て
お
り
、
自
発
的
離
職
を
経
験
し
た
子
育
て

３

女
性
の
14
・
５
％
は
、「
保
育
園
・
学
校
の
休
園
（
校
）
や
時
間
短

縮
」
が
理
由
で
あ
っ
た
。

　

蓑
輪
明
子
監
修
・
首
都
圏
青
年
ユ
ニ
オ
ン
「
コ
ロ
ナ
禍
で
の
子
育

て
・
働
き
方
ア
ン
ケ
ー
ト
」
に
よ
れ
ば
、
子
の
休
校
・
休
園
等
で
休

業
し
た
女
性
の
う
ち
、
コ
ロ
ナ
対
応
の
特
別
措
置
に
よ
る
所
得
補
償

を
受
け
た
の
は
正
規
雇
用
50
％
、
非
正
規
雇
用
26
％
で
あ
り
、
有
給

休
暇
で
代
替
し
た
割
合
は
正
規
29
％
、
非
正
規
10
％
で
あ
っ
た
。
他

は
所
得
補
償
な
し
、
あ
る
い
は
不
明
で
あ
る
。

　

ま
た
、
知
的
障
害
に
顕
著
だ
が
、
障
害
者
を
ケ
ア
す
る
親
は
、
学

校
や
放
課
後
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
、
作
業
所
な
ど
を
使
い
な
が
ら
、
専
従

的
介
助
者
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
役
割
を
長
期
に
続
け
て
い
る
こ

と
が
多
く
、
家
庭
内
に
コ
ロ
ナ
感
染
者
が
出
た
場
合
、
ケ
ア
崩
壊
の

可
能
性
は
き
わ
め
て
高
い
。「
障
害
者
の
生
活
と
権
利
を
守
る
全
国

連
絡
協
議
会
」
の
調
査
で
は
「
家
庭
に
感
染
者
が
出
た
場
合
、
代
わ

っ
て
く
れ
る
介
助
者
は
い
な
い
」
と
答
え
た
親
が
76
％
で
あ
っ
た

（「
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
障
害
者
・
家
族
へ
の
影
響
調
査
」
20
年
11
月
）。

　

フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
の
元
々
の
不
足
も
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
需

要
の
急
拡
大
も
、
家
族
責
任
、
自
己
責
任
で
対
応
す
る
し
か
な
け
れ

ば
、
ケ
ア
崩
壊
が
起
き
て
お
か
し
く
な
い
。
コ
ロ
ナ
禍
は
、
あ
ら
た

め
て
そ
う
し
た
問
題
を
明
ら
か
に
し
た
の
で
あ
る
。
ふ
だ
ん
か
ら
、

フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
の
保
障
と
と
も
に
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
に
社

会
的
承
認
・
所
得
補
償
・
支
持
を
あ
た
え
、
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
や
自
然

災
害
な
ど
で
は
そ
れ
を
臨
時
に
拡
大
し
て
対
処
す
る
、
そ
う
し
た
体

制
な
し
に
安
定
し
た
生
活
は
確
保
で
き
な
い
。

（
２
）  

出
産
／
子
育
て
期
女
性
の
休
業
率
─
─
６
％
の
日
本
と

19
％
の
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
差
は

　

先
進
諸
国
に
お
い
て
は
、
所
得
補
償
を
受
け
つ
つ
「
休
業
」
す
る

割
合
が
高
い
。
そ
こ
に

は
、
事
業
主
都
合
、
傷
病

の
治
療
・
休
養
、
乳
児
の

育
児
、
子
の
看
護
、
介

護
、
バ
カ
ン
ス
の
た
め
の

休
業
な
ど
が
含
ま
れ
る
。

事
業
主
都
合
を
除
き
、
こ

う
し
た
休
業
は
、
家
族
と

就
業
者
自
身
の
ケ
ア
の
活

動
／
時
間
を
社
会
的
に
認

知
し
、
所
得
補
償
す
る
仕

組
み
と
な
っ
て
い
る
。

　

し
か
し
日
本
は
、
こ
れ

ら
を
含
む
休
業
者
の
就
業

者
に
対
す
る
割
合
＝
休
業

率
（
調
査
週
を
通
し
て
休

ん
だ
労
働
者
の
割
合
）
が

異
様
に
低
い
（
図
５
）。

日
本
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
中

下
か
ら
２
番
目
の
２
・
３

図5　OECD諸国 雇用労働者の年平均休業率（男女計）（％）
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い
。
比
較
す
る
と
日
本
は
休
業
率
が
低
く
、
従
業
率
は
高
い
が
、
就

業
率
は
低
い
（
＝
無
職
が
多
い
）。
つ
ま
り
、
休
養
を
含
め
、
自
分

と
家
族
の
再
生
産
／
ケ
ア
の
た
め
の
、
社
会
的
に
承
認
さ
れ
・
所
得

補
償
さ
れ
た
活
動
／
時
間
が
異
様
に
少
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、

子
に
手
が
か
か
る
時
期
で
も
わ
ず
か
な
休
業
で
が
ん
ば
る
か
、
安
定

し
た
仕
事
と
収
入
か
ら
撤
退
す
る
か
、
の
選
択
を
迫
ら
れ
や
す
い
と

い
う
こ
と
だ
。

　

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
労
働
力
調
査
に
よ
れ
ば
、
２
０
１
９
年
の
勤
労

年
齢
女
性
の
所
定
労
働
時
間
は
平
均
36
時
間
で
、
実
労
働
時
間
平
均

は
27
・
８
時
間
で
あ
る
。
後
者
は
就
業
者
が
実
際
に
働
い
た
総
労
働

時
間
を
「
従
業
者
数
」
で
割
っ
た
平
均
値
で
あ
る
。
週
全
部
を
休
む

「
休
業
者
」
は
分
母
に
含
ま
な
い
。
だ
が
、
休
業
者
を
含
む
「
就
業

者
」
を
分
母
と
し
て
総
労
働
時
間
を
割
る
と
労
働
時
間
平
均
は
22
・

７
時
間
と
な
る
。
こ
れ
を
と
り
あ
え
ず
、「
就
業
者
平
均
労
働
時
間
」

と
よ
ん
で
お
こ
う（

（1
（

。

　

所
定
労
働
時
間
か
ら
就
業
者
平
均
労
働
時
間
、
約
23
時
間
を
引
い

た
、
残
り
の
13
時
間
分
の
ほ
と
ん
ど
は
所
得
補
償
付
き
休
業
で
あ
ろ

う
か
ら
、
自
分
と
家
族
の
再
生
産
／
ケ
ア
の
た
め
の
活
動
／
時
間

が
、
ほ
ぼ
13
時
間
分
、
社
会
化
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
だ
。
所
定

時
間
36
時
間
、
就
業
者
平
均
労
働
時
間
23
時
間
、
自
分
と
家
族
の
再

生
産
／
ケ
ア
の
た
め
の
13
時
間
、
の
セ
ッ
ト
が
〈
フ
ル
タ
イ
ム
労

働
〉
な
の
で
あ
る
。
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
の
イ
メ
ー
ジ
を
変
え
る
必
要

が
あ
ろ
う
。
こ
う
し
た
制
度
整
備
が
な
さ
れ
て
い
れ
ば
、
男
性
に
そ

の
適
用
を
強
く
奨
励
、
強
制
す
る
こ
と
も
可
能
と
な
り
、
性
別
役
割

分
業
の
緩
和
／
解
消
に
大
き
な
手
が
か
り
と
な
る
。

　

日
本
の
女
性
雇
用
者
は
週
の
平
均
実
労
働
時
間
が
33
・
１
時
間
、

同
様
に
計
算
し
た
就
業
者
平
均
労
働
時
間
は
31
・
７
時
間
で
あ
り
、

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
よ
り
も
実
労
働
時
間
で
約
５
時
間
、
就
業
者
平
均
労

働
時
間
で
９
時
間
長
い
。

　

結
局
、
こ
う
し
た
比
較
か
ら
わ
か
る
の
は
、
日
本
の
フ
ル
タ
イ
ム

女
性
労
働
者
は
、
家
に
い
る
時
間
が
少
な
く
、
外
で
の
労
働
量
が
多

い
う
え
に
、
家
庭
で
の
ケ
ア
の
多
く
が
自
己
責
任
に
ま
か
さ
れ
た
状

態
で
あ
り
、
体
調
を
崩
し
て
も
容
易
に
は
休
め
ず
、
本
来
の
意
味
の

休
暇
も
十
分
に
取
れ
て
い
な
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
し
か
も
、

妻
の
家
事
時
間
・
ケ
ア
時
間
は
国
際
的
に
み
て
も
非
常
に
長
い
。

　

フ
ル
タ
イ
ム
を
あ
き
ら
め
て
短
時
間
労
働
を
選
択
す
る
労
働
者
が

多
い
の
は
当
然
だ
ろ
う
。

　

１
９
６
０
、
70
年
代
に
「
家
事
労
働
論
争
」
が
行
わ
れ
た
が
、
90

年
代
に
は
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
で
の
議
論
を
援
用
し
な
が
ら
塩
田
咲
子
が
政
策

論
的
解
決
枠
組
み
を
提
示
し
、
竹
中
恵
美
子
も
こ
れ
を
支
持
し
た
こ

と
が
あ
る（

（1
（

。
家
事
労
働
の
経
済
的
価
値
を
直
接
に
云
々
す
る
の
で
は

な
く
、
社
会
保
障
制
度
に
よ
っ
て
、
教
育
・
福
祉
・
介
護
の
公
的
サ

ー
ビ
ス
を
保
障
す
る
と
と
も
に
、
家
事
労
働
の
う
ち
の
育
児
と
介
護

に
限
っ
て
、
男
女
と
も
に
労
働
か
ら
の
一
時
的
離
脱
に
た
い
す
る
所

得
を
補
償
す
る
、
い
わ
ば
、
間
接
的
な
経
済
的
評
価
・
給
付
を
行

う
、
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
休
業
保
障
の
高
い

水
準
は
、
こ
う
し
た
議
論
の
リ
ア
リ
テ
ィ
を
示
し
た
も
の
と
見
な
せ

よ
う（

（1
（

。
（
３
） 

育
児
休
業
制
度
の
大
き
な
効
果
と
課
題

　

近
年
、
日
本
で
も
育
児
休
業
制
度
の
整
備
と
利
用
が
す
す
み
、
出

産
／
育
児
期
の
女
性
雇
用
に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。

　

出
産
時
に
雇
用
さ
れ
て
い
た
女
性
を
分
母
に
し
た
場
合
、
そ
の
利

用
率
は
09
年
以
降
ほ
ぼ
８
割
台
で
21
年
は
85
％
で
あ
る
。
他
方
、
そ

の
年
に
出
産
し
た
女
性
を
分
母
と
す
る
と
、
育
休
を
取
得
し
て
休
業

す
る
女
性
労
働
者
は
増
え
続
け
て
い
る
が
、
21
年
で
46
％
で
あ
る

（
図
７
）。
こ
の
二
つ
の
利
用
率
の
差
は
、
出
産
時
の
女
性
の
就
業
率

の
違
い
に
起
因
す
る
。

　
「
就
構
」
個
票
の
再
集
計
に
よ
っ
て
、「
就
構
」
調
査
日
と
そ
の
１

％
だ
が
、
37
ヵ
国
の

う
ち
、
27
ヵ
国
が
休

業
率
６
％
を
超
え
、

う
ち
14
ヵ
国
は
10
％

を
超
え
て
い
る
。
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
は
15
・

７
％
だ
。

　

図
６
は
、
日
本
と

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
女

性
に
つ
い
て
，
年
齢

別
に
、
就
業
者
、
休

業
者
、
従
業
者
（
＝

就
業
者－

休
業
者
。

調
査
週
に
１
時
間
以

上
働
い
た
者
）
の
対

人
口
割
合
を
示
し
た

も
の
で
あ
る
。
と
く

に
、
出
産
／
子
育
て

期
で
の
差
が
大
き

年
前
の
母
親
労
働
者

の
就
業
状
況
の
変
化

な
ど
を
集
計
し
た
論

文
に
よ
れ
ば
、
１
年

前
の
有
業
者
が
調
査

日
に
無
業
で
あ
る
割

合
（≒

出
産
離
職

率
）
は
、
２
０
０
２

年
か
ら
２
０
１
７
年

で
、
急
速
に
減
少
し

て
い
る（

（1
（

（
表
４
＝
144

㌻
）。

　

ま
た
、
第
16
回

「
出
生
動
向
基
本
調

査
」（
15
～
19
年
）

に
よ
れ
ば
、
第
１
子

妊
娠
判
明
時
の
有
業

者
中
、
出
産
前
後
の

図6　年齢別 女性の就業率・従業率・休業率 日本とスウェーデン（2019年、対人口比率）
（％）
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は
６
４
５
２
億
円
で
あ
り
、
小
さ
く
な
っ
た
失
業
給
付
８
３
３
７
億

円
に
匹
敵
す
る
規
模
と
な
っ
て
い
る
。

　

問
題
は
女
性
労
働
力
活
用
の
制
度
整
備
を
、
低
所
得
女
性
、
非
正

規
女
性
に
ま
で
徹
底
す
る
か
否
か
に
あ
ろ
う
。
表
４
の
と
お
り
、
妊

娠
時
の
雇
用
形
態
に
よ
る
離
職
率
の
大
き
な
違
い
は
縮
ま
っ
て
い
な

い
。
非
正
規
女
性
、
低
賃
金
女
性
へ
の
育
児
休
業
適
用
の
拡
大
を
徹

底
さ
せ
、
次
に
み
る
制
度
整
備
と
あ
わ
せ
て
、
い
ま
ま
で
と
違
う
フ

ル
タ
イ
ム
労
働
の
枠
組
み
を
実
現
し
、
膨
れ
上
が
っ
た
〈
短
時
間
労

働
と
自
己
責
任
化
さ
れ
た
ケ
ア
〉
を
抑
制
す
る
道
筋
が
実
現
で
き
る

か
否
か
、
そ
れ
が
問
題
で
あ
ろ
う
。

　

育
児
休
業
以
外
に
も
、
急
ぎ
の
制
度
整
備
が
必
要
な
領
域
が
あ

る
。

　

も
と
も
と
、
子
ど
も
は
病
気
を
経
験
し
な
が
ら
成
長
す
る
。
だ

が
、
日
本
の
「
子
の
看
護
休
暇
」
は
あ
ま
り
に
脆
弱
で
あ
る
。
雇
用

主
は
小
学
校
入
学
前
ま
で
、
年
５
日
の
範
囲
で
無
補
償
の
休
業
を
認

め
る
義
務
が
あ
る
だ
け
だ
。
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
時
の
学
校
休
校
は
、
子

の
疾
病
予
防
だ
か
ら
本
来
は
看
護
休
暇
の
対
象
と
な
る
は
ず
だ
が
、

日
数
が
ま
る
で
足
ら
ず
、
そ
も
そ
も
年
齢
的
に
ほ
と
ん
ど
が
法
的
対

象
外
で
あ
り
、
所
得
補
償
も
な
い
。「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、
子
の

看
護
休
暇
利
用
率
は
正
規
９
・
５
％
、
非
正
規
１
・
５
％
で
あ
っ

た
。
昨
年
法
改
正
で
時
間
単
位
の
休
業
取
得
が
可
能
と
な
り
、
短
時

間
労
働
者
も
取
得
可
能
と
な
っ
た
が
、
抜
本
的
な
拡
大
整
備
が
必
要

だ
ろ
う
。
ち
な
み
に
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
看
護
休
暇
は
、
12
歳
ま
で

で
、
子
一
人
あ
た
り
年
間
最
大
１
２
０
日
、
所
得
補
償
は
８
割
だ
。

　

ま
た
、
子
育
て
労
働
者
へ
の
支
援
と
し
て
、
幼
児
期
の
「
短
時
間

勤
務
制
度
」
が
あ
る
が
、
減
収
分
の
所
得
補
償
は
義
務
で
は
な
く
、

適
用
も
３
歳
未
満
で
あ
る
。「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、
就
学
以
前
の

子
を
も
つ
女
性
労
働
者
の
利
用
率
は
、
正
規
雇
用
17
％
、
非
正
規
雇

用
３
％
で
あ
っ
た
。
小
学
校
入
学
ま
で
は
利
用
希
望
者
全
員
に
所
得

補
償
を
す
る
よ
う
に
し
、
育
児
休
業
の
分
割
利
用
も
可
能
と
し
、
さ

ら
に
、
時
間
外
労
働
制
限
は
希
望
に
あ
わ
せ
て
小
学
校
年
齢
ま
で
と

す
る
べ
き
だ
ろ
う
。

　

育
児
休
業
制
度
の
本
格
拡
大
の
課
題
を
ふ
く
め
、
子
育
て
女
性
労

働
者
へ
の
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
（
＋
自
分
の
健
康
の
ケ
ア
）
保
障

の
課
題
は
大
き
い
。
繰
り
返
し
と
な
る
が
、
こ
う
し
た
制
度
整
備
と

適
用
の
徹
底
が
す
す
め
ば
、
子
に
手
が
か
か
る
時
期
で
も
、
眦
を
決

し
て
わ
ず
か
な
休
業
で
フ
ル
タ
イ
ム
働
く
か
、
安
定
し
た
仕
事
と
収

入
か
ら
撤
退
す
る
か
、
の
二
者
択
一
状
況
を
緩
和
す
る
こ
と
が
で
き

る
だ
ろ
う
。

　

子
育
て
期
の
女
性
労
働
者
が
選
択
さ
せ
ら
れ
る
短
時
間
労
働
の
蔓

延
は
、
現
在
の
「
家
計
補
助
労
働
論
」
の
感
性
的
足
場
と
な
り
、
一

人
分
生
活
で
き
る
処
遇
を
事
業
主
が
義
務
と
受
け
止
め
な
い
環
境
を

拡
大
す
る
。
短
時
間
労
働
が
７
割
近
く
を
占
め
る
（「
就
構
」
17
）

女
性
非
正
規
は
、
そ
の
数
の
大
き
さ
に
よ
り
、「
女
性
」
と
「
非
正

規
」
と
い
う
分
類
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
介
し
て
、
女
性
全
体
、
非
正
規
全

体
の
処
遇
を
下
げ
、
旧
来
型
「
家
計
補
助
労
働
論
」
も
息
を
吹
き
返

す
。
短
時
間
労
働
を
強
要
す
る
中
核
は
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
ケ
ア
の

自
己
責
任
化
で
あ
り
、
そ
の
解
消
に
む
け
た
大
き
な
闘
争
が
必
要
で

あ
ろ
う
。
日
本
社
会
の
宿

し
ゆ
く

痾あ

と
な
っ
て
い
る
低
賃
金
を
抜
本
的
に

改
善
す
る
上
で
、
そ
れ
は
不
可
欠
な
も
の
で
あ
る
。

　

一
人
親
世
帯
の
母
親
は
、
多
く
の
場
合
、〈「
主
た
る
家
計
支
持

者
」
無
し
の
「
家
計
補
助
労
働
」〉
と
、〈
社
会
的
承
認
と
補
償
な
し

の
自
己
責
任
に
よ
る
家
族
ケ
ア
〉
を
同
時
に
強
い
ら
れ
る
。
こ
の
状

態
を
解
決
す
る
に
は
、
家
族
と
自
分
の
ケ
ア
を
十
分
に
組
み
込
ん

だ
、〈
平
均
労
働
時
間
が
23
時
間
の
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
〉
の
処
遇
に

近
づ
け
る
こ
と
が
必
要
だ
。
そ
れ
が
で
き
れ
ば
、
少
な
く
と
も
一
人

分
は
普
通
に
生
活
で
き
る
賃
金
を
安
定
的
に
稼
ぎ
、
同
時
に
自
分
と

家
族
の
ケ
ア
の
た
め
の
休
業
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
加
え

て
、
子
ど
も
の
生
活
費
分
は
児
童
手
当
で
充
足
し
、
一
人
で
家
政
と

ケ
ア
を
こ
な
す
た
め
の
一
人
親
加
算
を
受
給
す
る
こ
と
で
、
ふ
つ
う

の
暮
ら
し
は
可
能
と
な
ろ
う
。

（
注
）

（
１
）　

世
帯
形
成
が
縮
小
し
、
中
堅
世
代
に
も
世
帯
内
無
配
偶
者
と
単
身

者
が
急
増
し
た
。
40
歳
代
で
は
、「
世
帯
主
の
子
・
無
配
偶
」
で
あ
る

女
性
は
、
２
０
０
０
年
37
万
人
（
４
・
５
％
）
が
２
０
２
０
年
に
は
１

０
７
万
人
（
12
・
０
％
）
に
、
男
性
は
61
万
人
（
７
・
３
％
）
が
１
４

４
万
人
（
15
・
９
％
）
に
増
え
た
。
単
身
者
は
女
性
37
万
人
（
４
・
５

％
）
が
80
万
人
（
９
・
０
％
）
に
、
男
性
は
96
万
人
（
11
・
５
％
）
が

１
５
１
万
人
（
16
・
６
％
）
と
な
っ
た
。
40
歳
代
の
単
身
と
親
元
無
配

偶
の
男
女
合
計
は
、
２
３
１
万
人
か
ら
４
８
２
万
人
へ
と
２
・
１
倍
の

増
加
（
国
勢
調
査
）。

（
２
）　
「
フ
ジ
オ
フ
ー
ド
事
件
」
被
告
準
備
書
面
（
５
）
よ
り
。

（
３
）　

最
賃
上
昇
に
よ
っ
て
、
フ
ル
タ
イ
ム
非
正
規
の
賃
金
総
額
は
男
女

と
も
上
昇
し
、
フ
ル
タ
イ
ム
正
規
女
性
も
下
か
ら
４
分
の
３
程
度
ま
で

は
上
昇
し
た
が
、
短
時
間
労
働
者
の
賃
金
総
額
は
上
が
っ
て
い
な
い
。

「
毎
勤
」
に
よ
れ
ば
、
パ
ー
ト
労
働
者
の
月
平
均
賃
金
総
額
は
、
06
年

と
21
年
で
比
較
す
る
と
、
５
人
以
上
事
業
所
で
９
万
５
３
４
７
円
か
ら

時
点
で
離
職
し
て
い
る
割

合
（
出
産
退
職
割
合
）
30

％
に
た
い
し
、
55
％
は
育

児
休
業
制
度
を
使
っ
て
就

業
を
継
続
し
て
い
る
。
10

年
前
は
出
産
退
職
が
57

％
、
育
児
休
業
で
の
就
業

継
続
が
29
％
、
20
年
前
で

は
そ
れ
ぞ
れ
62
％
と
18
％

で
あ
っ
た
。

　

育
児
休
業
の
利
用
拡
大

が
出
産
時
の
就
業
継
続
を

う
な
が
し
て
い
る
こ
と
は

明
ら
か
で
あ
り
、
こ
の
大

き
な
転
換
を
手
が
か
り
と

す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
21

年
の
育
児
休
業
給
付
総
額

表4　各調査日にゼロ歳の子がいる〈夫婦と子1人〉世帯の妻
1年前の就業状況別にみた離職率（調査日に無業である割合）　（％）

2002年 2007年 2012年 2017年 02年→17年

産業計

有業 57.5 53.2 37.7 29.2 ▲28.3 
正規 45.9 36.1 25.0 17.3 ▲28.6 
非正規 88.8 80.3 64.5 56.2 ▲32.6 
自営･家族従業 19.4 25.7 18.5 22.5 3.1 

製造業
正規 42.6 31.6 15.7 7.9 ▲34.7 
非正規 90.7 73.7 65.5 32.9 ▲57.8 

卸売小売
正規 64.7 55.4 32.7 23.9 ▲40.8 
非正規 86.4 88.7 70.7 61.9 ▲24.5 

（出所）大島敬士・佐藤朋彦「就業構造基本調査の個票データを用いた出産前後の女性
　　　の就業継続に関する要因分析」『統計研究彙報』第78号 2021年３月より作成。
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９
万
９
５
３
２
円
へ
と
４
％
の
上
昇
だ
が
、
実
質
値
で
み
る
と
２
％
の

下
落
で
あ
る
。
最
賃
の
本
格
的
引
き
上
げ
が
非
正
規
フ
ル
タ
イ
ム
で
の

生
活
可
能
を
大
き
く
促
進
す
れ
ば
、
短
時
間
労
働
選
択
の
環
境
も
変
わ

る
。

（
４
）　

蓑
輪
明
子
「
新
自
由
主
義
時
代
に
お
け
る
家
族
の
多
就
業
化
と
新

し
い
家
族
主
義
の
登
場
」『
現
代
思
想
』
２
０
１
３
年
９
月
号
。

（
５
）　
「
労
調
」
の
詳
細
集
計
に
よ
る
。
２
０
０
２
年
の
女
性
労
働
者
、

非
正
規
労
働
者
の
数
値
は
非
農
林
産
業
。

（
６
）　

四
大
昼
間
学
生
の
就
業
率
は
、
調
査
に
よ
っ
て
異
な
る
。「
労
調
」

（
大
学
、
大
学
院
）
52
％
（
２
０
２
１
、
25
歳
以
上
を
ふ
く
む
）、
大
学

生
協
連
学
生
生
活
調
査
76
％
（
２
０
１
９
）、
学
生
支
援
機
構
81
％
（
２

０
２
０
）。

（
７
）　
「
労
調
」
詳
細
集
計
の
在
学
就
業
者
の
就
業
時
間
分
布
を
ベ
ー
ス

と
し
て
い
る
が
、
集
計
時
間
階
層
に
20
時
間
が
な
い
た
め
、
20
時
間
区

切
り
の
比
率
に
つ
い
て
は
基
本
集
計
に
よ
る
ア
ル
バ
イ
ト
の
就
業
時
間

分
布
を
借
用
し
た
。

（
８
）　
「
就
構
」
17
に
よ
れ
ば
、
世
帯
主
と
そ
の
配
偶
者
以
外
の
「
そ
の

他
の
親
族
世
帯
員
」
で
あ
っ
て
「
仕
事
が
従
、
通
学
が
主
」
で
あ
る
者

（≒

親
元
学
生
労
働
者
）
の
16
・
８
％
、
32
・
３
％
、
50
・
７
％
が
、

属
す
る
世
帯
の
所
得
が
４
０
０
万
円
未
満
、
６
０
０
万
円
未
満
、
８
０

０
万
円
未
満
で
あ
る
。
こ
れ
は
高
校
生
（
13
％
）
を
含
み
、
年
齢
の
区

分
は
な
い
数
値
だ
が
、
そ
の
ま
ま
用
い
た
。
２
０
０
２
年
「
就
構
」
で

は
、
そ
れ
ぞ
れ
13
・
６
％
、
29
・
２
％
、
48
・
４
％
。

（
９
）　

低
所
得
世
帯
率
は
、「
就
構
」
17
の
「
世
帯
単
位
で
み
た
統
計
」

に
よ
っ
て
、
パ
ー
ト
労
働
者
で
あ
る
妻
の
夫
の
〈
無
業
＋
低
所
得
〉
の

割
合
を
妻
年
齢
10
歳
刻
み
で
求
め
た
（
夫
婦
が
い
る
世
帯
四
類
型
＝
夫

婦
の
み
、
夫
婦
と
子
、
夫
婦
と
子
と
親
、
夫
婦
と
親
）。

（
10
）　

飲
食
業
の
シ
フ
ト
制
に
つ
い
て
栗
原
耕
平
「
飲
食
産
業
に
お
け
る

シ
フ
ト
制
労
働
の
実
態
と
『
シ
フ
ト
制
労
働
黒
書
』」（『
労
働
法
律
旬

報
』
№
１
９
９
２
、
２
０
２
１
年
９
月
25
日
）
を
参
照
し
た
。

（
11
）　

現
代
の
不
規
則
・
短
時
間
労
働
拡
大
の
背
後
に
は
、
男
性
の
低
時

給
長
時
間
労
働
の
増
加
も
あ
る
が
、
今
回
は
ふ
れ
な
い
。

（
12
）　

後
藤
道
夫
「
勤
労
年
齢
の
メ
ン
タ
ル
不
調
増
大
を
ど
う
と
ら
え
る

か
」『
非
営
利
・
協
同
総
合
研
究
所 

い
の
ち
と
く
ら
し
』
ニ
ュ
ー
ス
80

号
（
２
０
２
２
年
11
月
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
13
）　

通
常
の
労
働
統
計
に
は
な
い
計
算
と
思
わ
れ
る
が
、
就
業
者
と
し

て
の
実
際
の
負
担
を
表
現
す
る
と
と
も
に
、
ケ
ア
を
ふ
く
め
て
社
会
的

に
承
認
さ
れ
た
「
再
生
産
」
の
た
め
の
活
動
時
間
に
対
比
し
て
、「
生

産
」
に
た
ず
さ
わ
る
時
間
を
表
現
す
る
機
能
を
持
っ
て
い
る
。

（
14
）　

塩
田
咲
子
「
現
代
フ
ェ
ミ
ニ
ズ
ム
と
労
働
論
の
再
構
成
─
─
税
・

社
会
保
障
を
と
お
し
て
の
家
事
労
働
の
経
済
的
価
値
」『
社
会
政
策
学

会
年
報
』
37
巻
１
９
９
３
年
、
竹
中
恵
美
子
「
家
事
労
働
論
の
新
段
階

─
─
ア
ン
ペ
イ
ド
・
ワ
ー
ク
と
そ
の
社
会
的
評
価
」（
初
出
は
１
９
９

６
年
）
竹
中
恵
美
子
著
作
集
Ⅵ
巻
『
家
事
労
働
（
ア
ン
ペ
イ
ド
・
ワ
ー

ク
）
論
』
明
石
書
店
、
２
０
１
１
年
。

（
15
）　

本
節
は
『
女
性
労
働
研
究
』
女
性
労
働
問
題
研
究
会
、
67
号
、
２

０
２
３
年
３
月
掲
載
の
拙
論
、
お
よ
び
、
非
営
利･

共
同
総
合
研
究

所
『
研
究
所
ニ
ュ
ー
ス
』
№
80
の
拙
論
の
文
章
、
要
約
を
用
い
て
い

る
。  

（
16
）　

大
島
敬
士
・
佐
藤
朋
彦
「『
就
業
構
造
基
本
調
査
』
の
個
票
デ
ー

タ
を
用
い
た
出
産
前
後
の
女
性
の
就
業
継
続
に
関
す
る
要
因
分
析
」

『
統
計
研
究
彙
報
』
第
78
号
、
２
０
２
１
年
３
月
。

�
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